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公益財団法人日本スポーツ仲裁機構 

２０２４年度事業報告 

１．仲裁・調停等業務及び事前相談への対応（toto補助事業） 

1. 2024年度の仲裁・調停等業務について（2025年 3月 31日現在）

スポーツ仲裁申立件数：18 件（仲裁判断 7 件、取下げ 1件、不応諾 1 件、終了決定 0件、

係属中 9件）

ドーピング紛争に関するスポーツ仲裁：1件（仲裁判断 1件）

特定仲裁合意に基づくスポーツ仲裁申立件数：1件（不応諾 1件）

特定調停合意に基づくスポーツ調停申立件数：0件

2. 手続費用支援決定について

今年度に申し立てられた事案において 2件の手続費用支援要請があり、そのうち 1件の満

額での支援決定が出され、1 件は事案係属中である。なお、昨年度以前の案件にて今年度

支援決定が出たのは 3件（半額支援 1件、支援不可 2件）である。

3. 事前相談への対応について

相談数：40件  問い合わせ数：18件 

相談対応者：仲裁調停専門委託員  前田卓朗 

仲裁調停専門員   杉山翔一、恒石直和、伊東晃、中村壮志 

仲裁・調停の経年の状況については、別紙参照 

4. 職員の海外派遣（toto補助事業）

 海外のスポーツ仲裁を実施している団体などとの交流による情報交換をおこない、今後

のスポーツ仲裁・調停制度等の改善に生かすため、当機構の職員（仲裁調停専門員１名）

を 9 月にスイスに派遣し、CAS（スポーツ仲裁裁判所）のカンファレンスに参加するとと

もに、関係団体や出席した関係者との交流を図った。また、10月には仲裁調停専門員１名

をオーストラリアに派遣し、スポーツ仲裁に関するテーマを含むカンファレンスに参加す

るほか、関係機関を訪問して面談を行った。 
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２．スポーツ仲裁自動応諾条項の採択状況 

スポーツ仲裁自動応諾条項の採択状況（2025 年 3 月 31 日現在）（注 1）    

  採択済 未採択 
未回答 
 （注 4） 合計 

採択率 
 （％） 

統括団体（JOC・JSPO・JPSA） 3 0 0 3 100 

JOC 加盟・準加盟・承認団体（注 2） 64 1 1 66 97 
JSPO 加盟・準加盟団体（注 3） 8 1 1 10 80 
JPC 加盟競技団体（注 5） 33 2 12 47 70.2 
都道府県体育・スポーツ協会 37 8 2 47 78.7 

合計 145 12 16 173 83.8 
（注 1）加盟団体の数は、2023 年 6 月時点による。また、現在も集計中であり、前回調査で応諾済みと回

答の団体は、現状未回答の場合も採択済み団体としてカウント。 

（注 2）特定非営利活動法人日本スポーツ芸術協会を除く。     

（注 3）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体及び都道府県体協を除く。    

（注 4）回答がない等の団体は、連絡待ちの状態。      

（注 5）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体を除く。      

（注 5）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体を除く。      

 

 

３．スポーツ仲裁シンポジウム（第 21回）（toto補助事業） 

2024年 11月 22 日に、オンラインにて開催。 

 

開催テーマ：アンチ・ドーピングとスポーツ仲裁のこれから 

日時：2024年 11 月 22日（金）13:00～16:00 

場所：オンラインにて開催 

内容： 

1 基調講演 

  テーマ：JSAAにおけるドーピング仲裁 

  沖野眞已機構長 

２ セッション 

 (1) First Draft Paper の概要と意見集約の状況 

  コーディネーター JADA専務理事 浅川伸様 
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 (2）改正の仲裁に与える影響と JSAAの役割 

   コーディネーター 立教大学兼任講師 小川和茂様 

   パネリスト    JADA専務理事 浅川伸様 

            JSAAドーピング紛争仲裁人候補者・京都大学教授 濵本正太郎様 

                       弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所パートナー弁護士 塚本聡様 

   参加者：72名 

 

 

４．理解増進活動事業（スポーツ庁委託事業） 

(1) 競技者・指導者等を対象とする活動 

10月 5日に佐賀県で開催された国民スポーツ大会開会式の会場周辺にて、同大会に出場予定の競

技者・指導者等を対象としたアウトリーチ活動（スポーツ仲裁・調停に関するガイドブックの配

布等）を実施した。 

 

(2) 競技団体などを対象とする活動 

競技団体に対して、メンター派遣を通じて、自動応諾条項の採択をはじめ広くガバナンスの向上

のためのコンサルティングを行うため、関係団体からの要請を受けて派遣の調整を行った。その

結果、本年度は、5団体に対し、スポーツ法分野に知見のある弁護士をメンターとして派遣し、研

修を実施した。 

 

(3) 仲裁人等を対象とする活動 

仲裁人候補者等を対象としたスポーツ仲裁法研究会（研修会）を以下のとおり実施した。 

第 1回 2024年 10月 16日 スポーツ仲裁判断事例研究 

第 2回 2025年 3月 5日 海外研修報告 

第 3回 2025年 3月 10日 ドーピング仲裁事例・WADAの動きなど 

 

 

５．海外へ短期派遣研修（スポーツ庁委託事業） 

スポーツ法に造詣のある弁護士、研究者等を多様なスポーツ紛争事例がある海外の仲裁機関、ス

ポーツ紛争解決を研究している大学等における学術会合やセミナーへ派遣し、スポーツ仲裁に関

係する人材の資質の向上を図るもので、弁護士 1名を FIFAの法務部門に派遣し、カンファレンス

への参加及び紛争解決に関する調査研究を実施した。 

 

 

６．アンチ・ドーピングの結果管理体制の強化に関する事業(スポーツ庁委託事業) 

(1) 海外派遣事業 

国内の若手法律専門人材から適切な者を選定し、アンチ・ドーピング規則についての知識を習得

させた後に海外の関係機関に派遣し、研修及び研究をすることにより、文献や結果管理機関によ

り公表された裁定だけでは分からない審問手続や証拠収集などの手続面及び実務面での経験を積
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ませ、中核的人材を育成することを企画していたが、受け入れ先との調整が難しく、今年度は、

当機構の専門員をアンチ・ドーピング関係のカンファレンスに派遣するとともに、海外のアンチ・

ドーピング機関に赴いて調査を行った。 

 

(2) 研修会の実施 

アンチ・ドーピングの結果管理に関する研修会を海外派遣の成果の報告や調査研究の内容などを

テーマとして 2025年 3月にスポーツ仲裁法研究会の一環として実施した。 

 

 

７．在り方検討会議の開催 

 当機構が、将来にわたって安定的にその業務を遂行していくために必要な事項 について検討を

行う在り方検討会議を、10 月 21 日及び 1月 30日に開催し、当機構の現状の分析、海外の同種の

機関の調査を踏まえて、議論をおこなった。   
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2003 3 3 0 0 0 2 2 5 12
2004 2 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 8 12
2005 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4 9 15
2006 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 11
2007 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 3 6 7 20
2008 1 1 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 1 1 18 6 31
2009 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0 1 1 19 8 33
2010 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17 4 27
2011 3 3 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 19 42
2012 4 3 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 37 38 83
2013 24 8 16 0 0 3 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 39 43 114
2014 6 4 2 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0 51 40 103
2015 7 6 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 53 41 103
2016 8 8 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 56 48 114
2017 5 2 3 0 0 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 0 64 42 117
2018 10 10 0 0 0 8 1 1 0 0 0 0 0 0 0 4 0 1 3 0 2 0 69 35 129
2019 11 5 2 4 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 72 19 105
2020 8 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 27 15 53
2021 10 6 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 0 3 0 0 0 0 32 15 62
2022 17 16 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 3 0 37 17 79
2023 10 6 3 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 32 24 70
2024 17 7 1 0 9 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 40 18 78
合計 156 105 36 6 9 28 10 10 0 0 1 1 0 0 6 22 8 8 6 0 17 17 717 439 1413
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AP：スポーツ仲裁規則
DP：ドーピング紛争に関する

スポーツ仲裁規則
SP：特定仲裁合意に基づく

スポーツ仲裁規則
MP：特定調停合意に基づくスポーツ調停

（和解あっせん）規則


